
東京大学情報系人材ダイバーシティ推進協賛事業 

募集要項 
 
 

 国立大学法人東京大学（以下「本学」）大学院情報理工学系研究科（以下「本研究科」）で

は、設立以来、約 25 年間に渡って、情報化社会を支える基盤技術の研究開発と人材の育成に取

り組んできました。生成 AI や自動運転に代表されるように、社会を支える基盤技術としての情

報技術の重要性が増している中で、我が国では、情報分野における人材のダイバーシティの推

進が大きな課題と指摘されています。本研究科としてもダイバーシティの推進を急務と認識

し、国立８大学合同イベント「情報学 for all by all」を 2023 年に提案し、国立８大学の協

力を得ながら、2024 年度までに２回開催するなど、ダイバーシティ向上のために様々な活動を

行ってきました。しかしながら、情報系人材のダイバーシティ推進は、大学の力だけで十分に

実現できるものではありません。産業界をはじめとする社会の様々な方から多角的な協力を仰

ぎながら、本研究科を含む情報分野におけるダイバーシティの向上のための取組を共に進めて

行きたいと考えています。 

本協賛事業では、情報系人材のダイバーシティ推進の方策として、女子中学生・高校生向け

のアウトリーチ活動に注力します。大学卒業・大学院修了後の就業を意識して、情報学の魅力

や社会的役割、情報系人材の活躍の様子を提示することによって、多くの女子生徒が情報系学

部への進学を希望する契機となることを目指します。同時に、情報系の女子大学生・大学院生

向けの交流イベントの開催を通じて、就業に伴う不安材料を払拭するとともに、就業環境の改

善に繋がる有益な情報を得ることに努めます。 

 

 

 

1. 協賛事業の目的 

本事業は、産業界をはじめとした社会の様々な方との協働を通じて、我が国における情報

系人材のダイバーシティ向上を推進します。 

 

2. 名称 

東京大学情報系人材ダイバーシティ推進協賛事業  

 

3. 募集内容 

協賛金:50 万円/年（消費税及び地方消費税別） 

 

4. 募集期間 

2025 年８月１日以降随時 

 
5. 事業期間 

2025 年 10 月１日～2028 年３月 31日 

※ 2026 年度以降、年度ごとの更新を予定しています。更新の手続き、追加募集については、

あらためてご案内いたします。 

  



6. 協賛会員受益  

(1) 女子中学生・高校生向けアウトリーチ活動 

協賛会員は、本事業の開催するアウトリーチ・イベントの企画に参画することができ

ます。 

(2) 女子大学生・大学院生向け交流イベント 

協賛会員は、本事業の開催する交流イベントの企画に参画することができます。その

一環として、企業見学会も開催できます。 

(3) パンフレットの作成 

協賛会員は、本事業の作成する情報学の魅力と社会的役割を伝えるパンフレットに、

協賛企業のロゴを掲載し、関係者のインタビュー記事を優先的に掲載することができ

ます。 

(4) 協賛事業の宣伝 

協賛会員は、事前協議の上、協賛金納付日の翌日から当該年度末日までの期間、本事

業に協賛していることを掲載（または掲示等）することができます。 

 

7. 応募資格  

本事業の趣旨に賛同する法人とします。ただし、次の各号に掲げるものは、応募資格がな

いものとします。 

(1) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122 号）第２

条に規定する営業を営むもの及び当該営業に類する事業を行うもの 

(2) 行政機関から行政指導を受け、改善がなされていないもの 

(3) 社会問題を起こしているもの 

(4) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号） 

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下この号に同じ。）又はその構成員（暴力 

団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を

経過しない者の統制下にあるもの  

(5) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始又は民事再生法（平成11

年法律第 225 号）に基づく更生手続開始の申立てをしているもの及び申立てがなされ

ているもの  

(6) 国税、地方税等を滞納しているもの 

(7) 賭け事に係る業種に属する事業を行うもの 

(8) 政治団体 

(9) 宗教団体 

(10) 前各号によるもののほか、本学の協賛者としてふさわしくないと本学が認めるもの  

 

8. 提出書類 

協賛申込書（別紙様式）  

 

9. 協賛金納入時期  

協賛申込書受領後、本学より請求書を送付します。協賛者は、請求書記載の期日までに指

定の銀行口座へ振り込むものとします。  

 

10. 協賛の解除  

協賛者が応募資格を欠くことになったとき、または信用失墜行為等に伴い本事業のイメー

ジが損なわれるおそれが生じたときは、本学は協賛の解除をできることとします。また協



賛者の事情等により協賛の継続が困難となった場合は、１か月以上前に書面で協賛解除を

申し出て下さい。なお、お支払いただいた協賛金は返還いたしません。  

 

11. その他 

事業終了年度末時点での残金は、本研究科の寄付金として繰り越し、本研究科におけるダ

イバーシティ推進と人材育成に関する活動のために利用させていただきます。  

 

 

問合せ先：東京大学大学院情報理工学系研究科 

副研究科長 宮尾祐介 

男女共同参画委員会 委員長 五十嵐健夫  

danjo.ist.t@gs.mail.u-tokyo.ac.jp 

 

提出先：（PDF） danjo.ist.t@gs.mail.u-tokyo.ac.jp 

    （原本）〒113-8656 東京都文京区本郷 7-3-1 列品館 

      東京大学工学系・情報理工学系等総務課総務チーム 

      電話：03-5841-7917 

 


